
新潟市地域を支える商店街支援事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，新潟市補助金等交付規則（平成１６年新潟市規則第１９号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか，新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う影響

を大きく受ける商店街が、消費の喚起と継続的な利用促進につなげることを目的として、

独自に取り組む感染症対策や集客回復等の活動を支援するために交付する補助金に関

して必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１） 商店街団体（以下「団体」という。）とは，次のいずれかに該当するものをい

う。 

（ア） 商店街振興組合又はその活動が商店街の活性化に資すると認められる事

業協同組合 

（イ） 商店街を形成する任意の商店街組織で，その構成員の２分の１以上の者

が商業又はサービス業を営むもの 

（ウ） 商工会法又は商工会議所法に基づいて組織され，商店街活性化のための

事業等を行うもの 

    ただし、団体の活動区域内に同号（ア）又は（イ）に規定する団体が無

い場合に限る。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金を交付する対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の

事業とする。 

 （１）衛生用品購入事業 

 （２）感染症対策事業 

 （３）テイクアウト・デリバリー事業 

 （４）商品券・クーポン券発行事業 



 （５）イベント事業 

 （６）キャッシュレス推進事業 

 （７）前各号に掲げるもののほか、特に市長が必要と認める事業 

（補助金の交付） 

第４条 市長は，補助対象事業を行う団体に対して，予算の範囲内において補助金を交付

する。 

２ 補助率，補助限度額及び補助要件は，別表のとおりとする。 

３ 補助対象事業について，国，県等の公共団体又はその他の団体から補助金等の交付を

受ける場合には、補助対象事業に要する経費から、国、公共団体及び公共的団体等から

交付される補助金等の額を差し引いた額を算定の基礎として補助金を交付する。 

ただし、新潟市の補助金等（この要綱に基づく補助金以外のものをいう。）の交付を

受ける場合には、補助金を交付しない。 

（補助対象外経費） 

第５条 次の各号に掲げる費用は，補助金の交付の対象から除くものとする。 

（１） 商店街の管理運営に係る経常経費 

（２） 個人個店の資産形成に係る経費 

（３） 食糧費及び飲食費のうち酒類等遊興費 

（４） 交際費 

（５） 慶弔費 

（６） 前各号に掲げるもののほか、第３条に定める補助対象事業と直接関係しない費用 

（交付申請） 

第６条 団体は，補助金の交付を申請しようとするときは、別記様式第１号による補助金

交付申請書及び添付書類（以下「申請書等」という。）を市長に提出しなければならな

い。 

２ 交付申請をするにあたって，当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額（当該補助金に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち，消費税法（昭和６３

年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及



び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を

乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請

しなければならない。ただし，申請時において当該消費税等仕入控除税額が明らかでな

いものについては，この限りではない。 

（交付決定） 

第７条 市長は，前項の規定による申請書等の提出があったときは，審査のうえ交付決定

を行い，別記様式第２号による交付決定通知書を申請者に送付するものとする。 

２ 市長は，次の各号に掲げる事項を条件として補助金を交付するものとする。 

（１） 申請内容及び金額の変更（第９条に定める軽微な変更を除く。）をする場合に

は，市長の承認を受けること。 

（２） 事業を中止，又は廃止する場合には，市長の承認を受けること。 

（３） 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には，

速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

（４） この補助金により取得し，又は効用の増加した財産は，事業の完了後も善良な

る管理者の注意をもって管理するとともに，その台帳を設け，その保管状況を明

らかにしておくこと。 

（５） この補助金により取得し，又は効用の増加した財産を市長の承認を受けて処分

した場合において相当の収入があったときは，その収入の全部又は一部を市に納

付させることがあること。 

（６） 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，当該帳簿及び証拠書類を

５年間保管しておくこと。 

（７） 事業に係る経理は，他の経理と明確に区分して行うこと。 

（８） 補助事業実施期間は、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までとし、補

助実施期間に実施された事業を補助対象とし、この期間外に発生した経費に対し

ては、補助金の交付を受けることはできない。 

３ 前項各号に掲げるもののほか，市長は，補助金の交付を決定する場合において，必要

な条件を付すことができる。 



（変更の承認申請） 

第８条 第７条第２項第１号の規定により市長の承認を受けようとする場合には，あらか

じめ別記様式第３号による事業変更承認申請書及び添付書類を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は，前項の規定による申請書等の提出があったときは，審査のうえ承認を行い，

別記様式第４号により事業変更承認通知書を当該申請者等に送付するものとする。 

（軽微な変更の範囲） 

第９条 第７条第２項第１号に規定する軽微な変更は，次のいずれにも該当する場合とす

る。 

（１） 補助金額の変更で，補助金交付決定額から１０パーセントを超えない減額の変

更であること。 

（２） 別表に定める補助対象経費における額の変更で，その額が変更前の金額から 

１０パーセントを超えない範囲の変更であること。 

（事業の中止又は廃止の承認申請） 

第１０条 第７条第２項第２号の規定により市長の承認を受けようとする場合には，別記

様式第５号による事業中止（廃止）承認申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の規定による申請書の提出があったときは，審査のうえ承認を行い，別

記様式第６号により中止（廃止）承認通知書を補助事業者に送付するものとする。 

（事業が予定期間内に完了しない場合等の報告） 

第１１条 第７条第２項第３号の規定により市長の指示を求める場合には，事業が予定の

期間内に完了しない理由又は事業の遂行が困難となった理由及び事業の遂行状況を記

載した書類を市長に提出しなければならない。 

（実績報告書） 

第１２条 補助金交付の決定を受けた者は，当該補助事業完了後，又は補助金の交付決定

に係る会計年度終了後，速やかに別記様式第７号により，実績報告書及び添付書類を市

長に提出しなければならない。 

２ 前項の実績報告を行うに当たって，当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らか



な場合には，当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。なお，実

績報告時に当該消費税等仕入控除税額が確定していない場合にあたっては，確定後，別

記様式第８号により速やかに市長に報告しなければならない。 

（補助金の額の確定及び通知） 

第１３条 市長は，前条第１項に規定する実績報告書の提出を受けた場合には，その内容

を審査し，必要があると認めるときは，現地調査等を行い，交付すべき補助金の額を確

定し，これを別記様式第９号の補助金確定通知により補助事業者に通知するものとする。 

（財産処分の制限） 

第１４条 規則第２０条の規定により市長の承認を受けようとする場合には，あらかじめ，

別記様式第１０号取得財産の処分承認申請書を市長に提出し，その承認を受けなければ

ならない。 

２ 市長は，前項の規定による申請書等の提出があったときは，審査のうえ承認を行い，

別記様式第１１号により財産処分承認通知書を補助事業者に送付するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和２年７月１０日から施行する。 

（適用期限） 

２ この要綱は，令和３年３月３１日限り，その効力を失う。ただし，これ以前に第７

条により補助金の交付決定を受けた者に対するこの要綱の規定の適用については，この

要綱の失効後も，なおその効力を有する。 



別表（第４条関係） 

地域を支える商店街支援事業 

補助率 １０分の１０ 

限度額 団体会員数（注１）×５万円（上限３００万円） 

補助要件等 
・複数の団体で構成する連携体で補助対象事業を実施する場合、その連携体を

構成する個々の団体がそれぞれ補助金交付申請を行わなければならない。 

  注１：会員数は、定款または規約等で団体が規定している、団体の会員（賛助会員を

除く）を算定根拠とする。 

     ただし、第２条第１項（ウ）に基づき補助対象者となる団体は、その団体に設

置された商業振興に資する部会の会員数を算定根拠とする。 



別記様式第１号（第６条関係） 

    年  月  日 

（宛  先） 

新 潟 市 長 

（申請者）所在地 

名 称 

代表者          印 

    令和２年度 地域を支える商店街支援事業費補助金交付申請書 

令和２年度地域を支える商店街支援事業を下記のとおり実施したいので，新潟市地域を支

える商店街支援事業費補助金交付要綱第６条の規定により，補助金の交付を申請します。 

記 

１ 補助事業の名称 

区分 事業の名称 

□ 衛生用品購入事業 

□ 感染症対策事業 

□ テイクアウト・デリバリー事業

□ 商品券・クーポン発行事業 

□ イベント事業 

□ キャッシュレス推進事業 

□ その他事業 

２ 補助事業の目的及び内容               事業計画書のとおり 

３ 商店街団体会員数、補助金交付上限額、補助対象額及び補助金交付申請額等 

商店街団体会員数 補助金交付上限額 既交付額 

 円      円

補助対象額 補助率 交付申請額 

円 10/10 円 

４ 補助事業着手予定年月日                   年  月  日 

５ 補助事業完了予定年月日                   年  月  日 

６ 補助事業である旨の情報の公表方法及び時期 

（次ページへ） 



７ 添付書類 

（１）事業計画書 

（２）収支予算書 

（３）申請団体の定款，規約又はこれに準ずるもの及び構成員名簿 

（４）暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書（必要な場合）  



別記様式第２号（第７条関係） 

第    号の２ 

    年  月  日 

（申請者） 様 

新潟市長  中原  八一  印 

    令和２年度 地域を支える商店街支援事業費補助金交付決定通知書 

    年  月  日付で交付申請のあった標記の補助金について，新潟市地域を支え

る商店街支援事業費補助金交付要綱第７条の規定により，下記のとおり交付することに決定

したので通知します。 

記 

１ 補助事業の区分   （衛生用品購入事業）/（感染症対策事業）/ 

（テイクアウト・デリバリー事業）/（商品券・クーポン発行事業） 

（イベント事業）/（キャッシュレス推進事業）/（その他事業） 

２ 補助事業の名称 

３ 補助対象額                        円 

４ 交付決定額                        円 

（補助率： 10/10 ） 

５ 補助対象事業の詳細        交付申請書記載の通り 

６ 補助金交付の条件         事業実施による効果（成果）を数値で示すこと 



別記様式第３号（第８条関係） 

    年  月  日 

（宛  先） 

新 潟 市 長 

（申請者）所在地 

名 称 

代表者          印 

    令和２年度 地域を支える商店街支援事業費補助金変更承認申請書 

     年   月   日付   第   号の２で補助金の交付決定通知のありま

した地域を支える商店街支援事業費補助金について，下記のとおり変更したいので，新潟市

地域を支える商店街支援事業費補助金交付要綱第８条の規定により申請します。 

記 

１ 変更の理由 

２ 変更の内容 

変更前 変更後 

３ 添付書類 

（１）補助金交付決定通知書の写し 

（２）変更内容の分かる事業計画書 

（３）変更前後の比較ができる収支予算書 



別記様式第４号（第８条関係） 

第    号の  

    年  月  日 

（申請者） 様 

新潟市長  中原  八一  印 

    令和２年度 地域を支える商店街支援事業費補助金変更承認通知書 

    年  月  日付   第   号の２で補助金交付決定した地域を支える商店

街支援事業費補助金に係る変更承認について，下記のとおり変更を承認したので，通知しま

す。 

記 

１ 補助事業の名称 

２ 既交付決定額                      円 

３ 変更後交付決定額                    円 

４ 変更内容及び理由          変更承認申請書のとおり 

５ 変更承認の理由            



別記様式第５号（第１０条関係） 

    年  月  日 

（宛  先） 

新 潟 市 長 

（申請者）所在地 

名 称 

代表者          印 

    令和２年度 地域を支える商店街支援事業費補助金中止（廃止）承認申請書 

     年   月   日付   第   号の２で補助金の交付決定通知のありま

した地域を支える商店街支援事業費補助金について，下記のとおり中止（廃止）したいので，

新潟市地域を支える商店街支援事業費補助金交付要綱第１０条の規定により申請します。 

記 

１ 中止（廃止）の理由及び内容 

２ 中止期間（一定期間の中止の場合のみ記載） 

    年  月  日から    年  月  日まで 

３ 添付書類 

（１）補助金交付決定通知書の写し 



別記様式第６号（第１０条関係） 

第    号の  

    年  月  日 

（申請者） 様 

新潟市長  中原  八一  印 

    令和２年度 地域を支える商店街支援事業費補助金中止（廃止）承認通知書 

    年  月  日付   第   号の２で補助金交付決定した地域を支える商店

街支援事業費補助金に係る中止（廃止）承認申請について，下記のとおり中止（廃止）を承

認したので，通知します。 

記 

１ 補助事業の名称 

２ 中止（廃止）理由及び内容      中止（廃止）承認申請書のとおり 

３ 中止（廃止）承認の理由            



別記様式第７号（第１２条関係） 

  年  月  日 

（宛  先） 

新 潟 市 長 

（報告者）所在地 

名 称 

代表者          印 

    令和２年度 地域を支える商店街支援事業費補助金実績報告書 

    年  月  日付   第   号の２で補助金交付決定のありました地域を支

える商店街支援事業が完了したので，新潟市地域を支える商店街支援事業費補助金交付要綱

第１２条の規定により下記の通り報告します。 

記 

１ 補助事業の交付決定額及びその精算額 

補助対象額 補助率 補助金額 交付決定額 差引増減 

２ 補助事業の完了年月日         年  月  日 

３ 補助事業の効果・成果     事業実績報告書の記載のとおり 

４ 消費税仕入控除税額の取扱い 

ア 交付申請時に消費税仕入控除税額を減額して交付申請を行った。 

イ 課税事業者となっていないため，実績額から当該補助金額に係る消費税仕入控除税額

は減額していない。 

ウ 消費税仕入控除税額が確定していないため，実績額から当該補助金額に係る消費税仕

入控除税額は減額していない。 

エ 実績報告時に消費税仕入控除税額が確定したので，実績額から消費税仕入控除税額を

減額した。 

（注１）ア，イ，ウ，エのいずれかに○印を付けること。 

（注２）ウの場合は，消費税仕入控除税額が確定次第，速やかに別記様式第８号を提

出すること。 

５ 添付書類 

（１）事業実績報告書 

（２）収支決算書 

（３）事業実施に係る領収書又は支払ったことを証する書類の写し(使途を明記) 

（４）事業実施にあたっての写真（実施風景や成果物） 

（５）口座振替申込書 



別記様式第８号（第１２条関係） 

    年  月  日 

（宛  先） 

新 潟 市 長 

（報告者）所在地 

名 称 

代表者          印 

    令和２年度 地域を支える商店街支援事業費補助金に係る消費税額の確定に伴う 

報告書 

    年  月  日付で報告した地域を支える商店街支援事業に係る実績報告書にお

いて，消費税法上の消費税額が確定したので，新潟市地域を支える商店街支援事業費補助金

交付要綱第１２条の規定により下記の通り報告します。 

記 

１ 補助金額（市等が確定通知書により通知した額）              円 

２ 補助金の確定時における消費税仕入控除税額                円 

３ 消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税仕入控除税額           円 

４ 補助金返還相当額（３－２）                       円 

（注） 別紙として積算の内訳を添付すること。（任意書式） 



別記様式第９号（第１３条関係） 

第    号の  

    年  月  日 

（申請者） 様 

新潟市長  中原  八一  印 

    令和２年度 地域を支える商店街支援事業費補助金確定通知書 

    年  月  日付で実績報告のありました標記補助金について，下記の通り確定

したので，新潟市地域を支える商店街支援事業費補助金交付要綱第１３条の規定により通知

します。 

記 

１ 補助事業の名称 

２ 交付決定額 

３ 交付済額 

４ 確定額 



別記様式第１０号（第１４条関係） 

    年  月  日 

（宛  先） 

新 潟 市 長 

（報告者）所在地 

名 称 

代表者          印 

    令和２年度 地域を支える商店街支援事業費補助金に係る財産処分の 

処分承認申請書 

    年  月  日付  第   号の２で交付決定通知のありました地域を支える

商店街支援事業により取得した財産を下記のとおり処分したいので，新潟市地域を支える商

店街支援事業費補助金交付要綱第１４条の規定により承認を申請します。 

記 

１ 取得効用増加財産の品目及び取得効用増加年月日 

品目（名称） 取得効用増加年月日 

 年  月  日 

２ 取得効用増加価格及び時価 

価格 時価 

円 円

３ 処分の理由及び方法 

処分理由 処分方法 



別記様式第１１号（第１４条関係） 

第    号の  

    年  月  日 

（申請者） 様 

新潟市長  中原  八一  印 

    令和２年度 地域を支える商店街支援事業費補助金に係る財産処分の 

処分承認通知書 

    年  月  日付で申請のあった地域を支える商店街支援事業に係る財産処分の

処分承認について，下記のとおり処分することを承認したので，通知します。 

記 

１ 補助事業の名称 

２ 処分する財産の品目（名称） 

３ 処分方法 

４ 承認理由 


